予算要求資料
平成27年度9月補正予算　　支出科目　款：衛生費　　項：医務費　　目：医務費
	事業名　小児在宅医療推進事業費

　　　　（地域医療再生臨時特例基金）


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

健康福祉部地域医療推進課
障がい児者医療推進室障がい児者医療推進係　

電話番号：058-272-1111（内2628）

E-mail： c11230@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　   ４，２０１千円（現計予算額：１０，１０２千円）
＜財源内訳＞

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	繰入金
	県　債
	一　般

財　源

	現計
予算額
	10,102
	0
	0
	0
	0
	0
	10,102
	0
	0

	補正

要求額
	4,201
	0
	0
	0
	0
	0
	4,201
	0
	0

	決定額
	4,201
	0
	0
	0
	0
	0
	4,201
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
医療技術の進歩等により出生時の救命率が向上する一方で、ＮＩＣＵ（新生児集中治療室）等での入院の長期化が、限られた急性期病床を圧迫する原因になっており、容体安定後の在宅へのスムーズな移行が課題となっている。

この課題に対応するためには、ＮＩＣＵを持つ急性期病院と、地域の医療、看護、福祉、行政等が連携した在宅支援体制の充実が不可欠である。
（２）事業内容

①小児在宅医療研究事業費（2,238 → 3,349千円）1,111
・小児在宅医療体制の充実に向け、県内外の医療・看護・福祉・教育・行政等の関係者が一堂に会して情報を共有しつつ、相互に理解を深め顔の見える関係を構築する場づくりとして、「岐阜県小児在宅医療研究会」を開催。

・病院からの具体的な在宅移行事例の検証を通じて病院と地域が情報を共有し、ともに課題の解決を図る地域版の小児在宅医療研究会を開催。

②小児在宅医療人材育成事業費（1,060→4,572千円）3,512
　○障がい児者短期入所医療人材育成事業費（0→700千円）700

・重症心身障がい児者対応の経験不足などから短期入所の受け入れが進まない医療機関を対象に、実情に精通した医療人材の指導、課題に応じたオーダーメイド型研修等の支援を実施し、短期入所の安定的利用の実現を図る。

○障がい児者在宅レスパイト看護人材育成事業費（0→1,200千円）1,200

・人工呼吸器の装着などにより外出が困難な重症心身障がい児者を対象に、障がい児者の自宅で一時的な預かりを行う「在宅レスパイト」を実験的に実施し、制度化に向けた課題等について研究を行うとともに、在宅レスパイトに対応できる看護人材の育成を図る。

○重症心身障がい児者看護研修支援事業費（0→1,468千円）1,468

・人工呼吸器など濃厚な医療的ケアを要する重症心身障がい児者に対応できる看護師を育成・確保するため、研修プログラムや実習への参加に要する経費等について支援。
　□小児在宅医療人材育成事業費（1,060→1,204千円）144

・重症心身障がい児者看護人材育成研修修了者等を対象に、身に着けた専門技術の更なる向上に向け、実技・実習主体のフォローアップ研修を開催。
・医療・福祉・教育等の関係者が、障がい児者支援の理解を深めるための公開連続講座を開催。
③小児在宅医療マニュアル作成事業費（3,504→3,082千円）△422
・小児・障がい児の在宅移行の流れ・実態に即した「小児在宅医療支援マニュアル」を取りまとめる。
　④重症心身障がい児者看護人材育成研修事業費（3,300千円）
　・県総合医療センター障がい児病棟や希望が丘こども医療福祉センターをはじめ、小児在宅医療を支える看護人材を育成するため、重症心身障がい児者の看護に関する専門研修を実施。

（３）県負担・補助率の考え方

・地域医療再生基金を活用した県単独事業として実施する。

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	5,069
	小児在宅医療研究会、実地指導等謝金、雇員賃金

	旅費
	1,260
	講師等費用弁償、業務旅費

	需用費
	1,024
	研修旅費、会議費、印刷製本費等

	役務費
	478
	会議録作成、通信運搬費

	委託料
	4,849
	重症心身障がい児者看護人材育成研修等

	その他
	1,623
	会場使用料、備品購入費、研修受講費

	合計
	14,303
	


	　決定額の考え方　



事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	ＮＩＣＵ（新生児集中治療室）で長期の療養を要した児などが在宅医療に移行する際、自宅および地域で安心して療養、生活ができるよう、関係機関が連携して在宅医療を支える体制構築とその担い手の育成・確保を目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	重症心身障がい児者対応看護師数
	0人
（H25）
	30人
（H26）
	（H  ）
	30人
（H26）
	100人
（H28）
	30％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成26年度の取組）

	・小児在宅医療研究会を開催（第２回H26.6.29、第３回H26.12.7、第４回H27.3.6）
・重症心身障がい児者看護人材育成研修を開催（H26.5～H27.2）
・重症心身障がい児者看護マニュアル（看護師向け）を作成

・障がい児者医療・福祉を理解する連続公開講座を開催（H26.5～全11回）


（平成26年度の成果）

	・小児在宅医療の関係者が一堂に会する小児在宅医療研究会を開催し、のべ約７００名の参加があった。

・重症心身障がい児者看護人材育成研修を開催し、３０名の看護師等が１年間にわたる専門的なカリキュラムを受講した。
・重症心身障がい児者看護マニュアル（看護師向け）を1,000冊作成し、県内の訪問看護ステーションや特別支援学校等の関係機関に配布した。
・障がい児者医療・福祉を理解する公開講座にのべ2,618名が参加した。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	医療技術の進歩等により出生時の救命率が向上する一方で、ＮＩＣＵ（新生児集中治療室）等での入院の長期化が、限られた急性期病床を圧迫する原因になっており、容体安定後の在宅へのスムーズな移行が課題となっている。

この課題に対応するためには、ＮＩＣＵを持つ急性期病院と、地域の医療、看護、福祉、行政等が連携した在宅支援体制の充実が不可欠である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	開催した小児在宅医療研究会にのべ約７００名の関係者が参加し、これまで相互につながりのなかった地域や職種を超えた連携体制の構築が図られた。
看護人材育成研修により、小児・障がい児者在宅支援の中核となる、重症心身障がい児者看護について専門的な技術や知識を持つ看護師を３０名育成した。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　これまで、難病対策や障がい者対策、医師・看護師確保対策など分野別の取り組みはあったが、本事業によって小児在宅医療推進に焦点を当てた横割り横断的な取り組みとすることで、無駄のない効率的な取り組みとしている。

また、国の地域医療再生臨時特例交付金を活用し、県の財政負担を抑制しながら、充実した内容の事業を行うこととしている。


（今後の課題）

	・整備が進む総合療育拠点（県総合医療センター障がい児病棟、県立希望が丘学園）で活躍する人材の確実な確保

・他の県内医療機関や療育施設との役割分担・相互支援の推進


（次年度の方向性）
	　平成27年度に供用開始される総合療育拠点の施設整備と並行して、他の県内医療機関や療育施設との役割分担・相互支援体制等の推進および医療・療育人材の確保対策を進める。


